
事業番号 - - -

（ ）
事業名 スポーツ・フォー・トゥモロー等推進プログラム 担当部局庁 スポーツ庁 作成責任者

事業開始年度 平成26年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 文科 21 0343

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 2020年東京オリパラ 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、世界の国々との交流・協力関係を築きながら、スポーツの価値をさらに高めようとする国際的な取
組に貢献するため、スポーツを通じた国際協力及び交流、国際スポーツ人材育成拠点の構築、国際的なアンチ・ドーピング推進体制の強化支援を柱とする
「スポーツ・フォー・トゥモロー」プログラムに取り組むとともに、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを日本全国へ波及させるための取り組みを実施する。

参事官（国際担当）付
参事官（国際担当）
八木　和広

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する
計画、通知等

スポーツ基本計画（平成24年3月30日策定）
スポーツ立国戦略（平成22年8月26日策定）
2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の
準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針
（平成27年11月27日　閣議決定）
第２期スポーツ基本計画（平成29年３月24日策定）

翌年度へ繰越し - - - -

▲ 30 -

令和5年度要求

当初予算 1,171 1,035 622 - -

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（1）スポーツ・アカデミー形成支援事業（平成26年度（2014年度）～令和２年度（2020年度））
・ＩＯＣ、ＪＯＣ、ＮＯＣ、体育系大学等が連携して、オリンピズムの普及とスポーツ医科学研究の推進を図るため、ＩＯＣ関係者等を教員等として招聘、国際的な
スポーツ界での活躍が期待される人材の受入れ・養成を行う中核拠点を構築する。
（2）戦略的二国間スポーツ国際貢献事業（平成26年度（2014年度）～令和３年度（2021年度））
・学校体育カリキュラム等の策定支援など、途上国のスポーツ環境の整備に協力する。
・官民連携協力によるスポーツの国際協力コンソーシアムを構築し、各国の協力要請に迅速かつ的確に対応する。
（3）国際アンチ・ドーピング強化支援事業（平成26年度（2014度）～令和3年度（2021年度））
・アンチ・ドーピング活動が遅れている国へのドーピング防止教育・研修パッケージの導入・普及、人材育成支援、それらを支える研究開発、国際会議・シンポ
ジウムの開催等を通じて、世界のスポーツにおけるドーピングの撲滅に貢献する。
・アジアのドーピング防止活動の発展を促進するため、「アジア・ドーピング防止基金」に対し、資金を拠出する。
（4）オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業（平成28年度（2016年度）～令和３年度（2021年度））
・オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国に波及させ、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に資するため、オリンピック・パラリンピック教育
を全国に展開する。また、実施にあたっては、先行して取組を行っている東京都や、東京２０２０大会組織委員会が行う教育プログラム（ようい、ドン！）との連
携を密に行う。
・全国的なコンソーシアムとして、「オリパラ教育全国中核拠点」を設置し、オリパラ教育セミナーの開催等各地域の取組を支援する。
・道府県等教育委員会に委託を行う「オリパラ教育地域拠点」を設置し、各地域拠点で特色あるオリパラ教育を実施する。
（５）スポーツ・デジタルアーカイブ構想調査研究事業
・映像資料等を活用したスポーツに関する教育研究の促進や、東京大会の映像等に係るデジタル・アーカイブの構築に資するため、過去のオリンピック・パラ
リンピック競技大会をはじめとする国際競技大会等に係る資料のアーカイブ化・ネットワーク化に関する調査研究を行う。
※（５）は平成30年度から、スポーツ・デジタルアーカイブネットワーク構想事業（平成30年度（2018年度）～令和２年度（2020年度））
・映像資料等を活用したスポーツに関する教育研究の促進や、東京大会の映像等に係るデジタル・アーカイブの構築に資するため、過去のオリンピック・パラ
リンピック競技大会をはじめとする国際競技大会等に係る資料のアーカイブ化・ネットワーク化の推進と、各機関間のネットワーク化及びその後の利活用の推
進に向けたガイドラインを作成する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 1,038 787 450

計 1,171 1,005 622 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

スポーツ振興事業委託費 - -

職員旅費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

89% 78% 72%

執行率（％） 89% 78% 72%

- -

庁費 -令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

-



活動内容
（アクティビ

ティ）

国際アンチ・ドーピング強化支援事業
・アンチ・ドーピング活動が遅れている国へのドーピング防止教育・研修パッケージの導入・普及、人材育成支援、それらを支える研究開発、国
際会議・シンポジウムの開催等を通じて、世界のスポーツにおけるドーピングの撲滅に貢献する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

スポーツ・アカデミー形成支援事業
・ＩＯＣ、ＪＯＣ、ＮＯＣ、体育系大学等が連携して、オリンピズムの普及とスポーツ医科学研究の推進を図るため、ＩＯＣ関係者等を教員等として
招聘、国際的なスポーツ界での活躍が期待される人材の受入れ・養成を行う中核拠点を構築する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

戦略的二国間スポーツ国際貢献事業
・学校体育カリキュラム等の策定支援など、途上国のスポーツ環境の整備に協力する。
・官民連携協力によるスポーツの国際協力コンソーシアムを構築し、各国の協力要請に迅速かつ的確に対応する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

スポーツ・アカデミーの形
成

【スポーツ・アカデミー形成
支援事業】
スポーツ・アカデミーの形
成数

活動実績 か所 3 3

【スポーツ・アカデミー形成支援事業】
（スポーツ・アカデミー形成支援事業執行額）／（アカデ

ミー形成数）

106,395 85,087 - -

計算式

単位 令和元年度

- - -

当初見込み か所 3 3 - - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 千円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 団体 480 480 480 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

スポーツ・フォー・トゥモ
ロー・コンソーシアムの会
員数の増加

【戦略的二国間スポーツ国
際貢献事業】
スポーツ・フォー・トゥモ
ロー・コンソーシアムの会
員数

活動実績 団体 439 448

- -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

人 - -

活動目標 活動指標

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　千円/か
所 319,184/3 255,261/3

459 - -

8,856/1 -

【国際アンチ・ドーピング強化支援事業】
(国際会議主催執行額)／(国際会議主催数)

単位当たり
コスト 千円 22,488 3,605 8,856 -

計算式

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

2 年度 3 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

計算式 千円/団体 200,000/439 148,000/448 70,000/459 -

【戦略的二国間スポーツ国際貢献事業】
（戦略的二国間スポーツ国際貢献事業執行額）／（ス

ポーツ・フォー・トゥモロー・コンソーシアム会員数）

単位当たり
コスト 千円 455.6 330.3 152.5

13,192,197 12,463,944 13,192,197

目標値 - 10,000,000 10,000,000

2014年から2020年までの7
年間で、開発途上国を始め
とする100か国以上、1000
万人以上のあらゆる世代
の人々にスポーツの価値と
オリンピック・パラリンピッ
ク・ムーブメントを広げてい
く。

2014～2020年の間の「ス
ポーツ・フォー・トゥモロー」
プログラム実施による裨益
者数(人数における成果指
標）（累積）

達成度 ％ - - - - -

-

当初見込み 回 1 1 1 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
2013年9月、ブエノスアイレスでのＩＯＣ総会における、総理による２０２０東京大会の招致スピーチ

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　千円/回 22,488/1 3,605/1

1 -

5年度
活動見込

国際会議の主催
【国際アンチ・ドーピング強
化支援事業】
国際会議の主催数

活動実績 回 1 1
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）

成果実績 人 12,065,656 12,463,944



☑

11-2 スポーツを通じた活力があり絆の強い社会
の実現

活動内容
（アクティビ

ティ）

オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業
・全国的なコンソーシアムとして、「オリパラ教育全国中核拠点」を設置し、オリパラ教育セミナーの開催等各地域の取組を支援する。
・道府県等教育委員会に委託を行う「オリパラ教育地域拠点」を設置し、各地域拠点で特色あるオリパラ教育を実施する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

スポーツ・デジタルアーカイブネットワーク構想事業
・映像資料等を活用したスポーツに関する教育研究の促進や、東京大会の映像等に係るデジタル・アーカイブの構築に資するため、過去のオ
リンピック・パラリンピック競技大会をはじめとする国際競技大会等に係る資料のアーカイブ化・ネットワーク化の推進と、各機関間のネットワー
ク化及びその後の利活用の推進に向けたガイドラインを作成する。

-

45 45 45 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

計算式
　千円/か
所 232,779/45

拠点

機関 10 10 - - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

ネットワーク参加機関の増
加

【スポーツ・デジタルアーカ
イブネットワーク構想事業】
ネットワーク参加機関数

活動実績 機関 7 7
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

地域でのオリパラムーブメ
ント推進を行うための地域
コンソーシアム形成

【（平成27年度）オリンピッ
ク・パラリンピック・ムーブメ
ント調査研究事業）】【（平
成28年度～）オリンピック・
パラリンピック・ムーブメント
全国展開事業】
地域でのオリパラムーブメ
ント推進を行うための地域
コンソーシアム形成数

活動実績 拠点 45 45

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

214,853/45 186,487/41 -

【（平成27年度）オリンピック・パラリンピック・ムーブメン
ト調査研究事業）】【（平成28年度～）オリンピック・パラリ

ンピック・ムーブメント全国展開事業】
（事業執行額）／　（地域コンソーシアム形成数）

単位当たり
コスト 千円 5,172.9 4,774.5 4,548.4単位当たり

コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

41 - -

当初見込み

- -

令和3年度 4年度活動見込

【スポーツ・デジタルアーカイブネットワーク構想事業】
事業執行額／ネットワーク参加機関数

単位当たり
コスト 千円 2,809.9 1,426.8 - -

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

目標最終年度

2 年度 3 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

48 - -

目標値 ％ 60 - 80 80 80

オリンピック・パラリンピック
教育を展開することで、全
国的にオリンピック・パラリ
ンピック・ムーブメントを推
進する。

「全国体力・運動能力、運
動週間等調査」において、
「オリンピック・パラリンピッ
クを日本で行うこととなりま
したが、あなたの今の気持
ちに当てはまるものを全て
選んでください。」との問中
「試合を見に行ってみたい」
と回答した児童生徒数
※令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り調査未実施

成果実績 ％ 59 -

達成度 ％ 98.3 -

　千円/機
関 19,669/7 9,988/7

- - -

当初見込み

該当箇所

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_11-
2.pdf

該当箇所 ６ページ

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 11　スポーツの振興

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

60 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
全国体力・運動能力、運動習慣等調査報告書

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標



事業名事業番号

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支出（委託）先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保
した上で公募（企画競争）を実施しており、その妥当性や競
争性を確保している。結果として一者応募になった事業につ
いては、今後は公募の時点で、応札可能な機関に働きかけ
るなど、応募者を増やす努力をする。なお、委託事業の契約
及び委託額の確定手続きに当たっては、事業経費の費目・
使途の内容を厳正に審査するなど、その必要性について適
切にチェックを行っているところである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

スポーツを通じた国際的な交流や貢献や、オリンピック・パラ
リンピック・ムーブメントを全国へ波及させるための様々な取
組を実施することは、東京オリンピック・パラリンピック競技大
会を成功へと導くとともに、国際相互理解を促進し、国際平
和に貢献するものであり、また、スポーツ文化をレガシーとし
て地域に根付かせ、国民に誇りと喜び、夢と感動などをもた
らすものであるため、広く国民のニーズがある事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業の実施に当たっては、国際交流関係団体、地方公共
団体、大学、各地の体育協会等と連携を図りながら、事業を
進める必要があることから、国が総合的に推進していく必要
がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

第2期スポーツ基本計画において、施策目標として「国際的
な政策・ルールづくりに積極的に参画し、スポーツを通じた国
際交流・協力を戦略的に展開する」と掲げ、具体的な施策と
して「SFT等により、計画的・戦略的な二国間交流や多国間
交流・協力を促進する」と明記していることから、政策の優先
度が極めて高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
契約の段階で事業計画に即した費用が計上されているか、
審査し、精算の段階においても再度審査を行うことで、支払
額を削減する努力をしている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
契約・確定手続きの段階で資料を精査し、判断を行ってい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

大会の１年延期や新型コロナウイルス感染症の影響により
当初計画通り事業が実施できず、やむを得ず減額変更契約
を行ったものがあるため不用額が大きくなったが、現状に即
した内容に事業内容を見直し、事業を推進した。

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
支出内容が同様の内容の場合には、単位当たりコストが低
減するよう進めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
契約・確定手続きの段階で資料を精査し、判断を行ってい
る。

事業完了報告書を審査するにあたっては、成果物に関する
活用状況も十分審査した上で確定を行っている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

　本事業は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開
催国として、世界の国々との交流・協力関係を築きながら、
スポーツの価値をさらに高めようとする国際的な取組に貢献
するため、スポーツを通じた国際協力及び交流、国際スポー
ツ人材育成拠点の構築、国際的なアンチ・ドーピング推進体
制の強化支援を柱とする「スポーツ・フォー・トゥモロー」プロ
グラムに取り組むとともに、オリンピック・パラリンピック・ムー
ブメントを日本全国へ波及させるための取り組みを実施する
ものであり、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントの推進
は着実に図られている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
事業者（委託先）と協議を行い、効率的かつ実効性の高い運
用を行っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 令和３年度までの目標に向けて、着実に進捗している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-



-

外部有識者の所見

事業全体の抜本的な改善
・改めて事業設計を見直すことが必要。また、自走化という目的に近づいているかを判断できる成果指標の構築が必要。
・リーディング事業について、ポストＳＦＴとは別事業として事業設計を考え、アウトカム等の成果指標を再設計することが必要ではないか。
・相手国の社会課題に関する実態把握を踏まえたアウトカムの再設定が必要。
・他省庁も含めて目的の重複する事業が併存していないかの確認も不可欠。また、現在のリーディング事業が、最も効率的・効果的なのかの見直しが必要。
・委託事業ではなく補助金というスキームも検討することが必要ではないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

この事業は終了予定であるが、この先類似の事業実施に備え、外部有識者からの指摘を踏まえて事業設計及び成果指標の見直しの検討をすべ
きである。また他省庁も含め重複する事業がないかも確認し、現在の事業のあり方が最も効果的なのかどうか検証すべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

「オリンピック・パラリンピック等の国際競技大会等の招致・開催等」、　「スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進」及び「ドーピング防止活
動の推進」について、スポーツ基本計画でその必要性が明記されるなど、政策の優先度が極めて高い事業である。また、スポーツを通じた国
際的な交流や貢献、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国へ波及させるための様々な取組を実施することは、東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会を成功へと導くとともに、国際相互理解を促進し、国際平和に貢献するものである。
成果目標等を着実に達成しており、東京大会へ向け順調に事業が進捗している。

スポーツ文化をレガシーとして地域に根付かせ、国民に誇りと喜び、夢と感動などをもたらすものであるため、広く国民のニーズがある事業で
あり、事業実施に当たっては、国際交流関係団体、地方公共団体、大学、各地の体育協会等と連携を図りながら進める必要があるため、国が
総合的に推進していく必要がある。
支出（委託）先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保した上で公募（企画競争）を実施しており、その妥当性や競争性を確保している。

改善の
方向性

事業の実施にあたっては、委託先と進捗状況、課題、成果等の情報共有を行うとともに、委託先間の連携強化にも努め、事業のより効果的な
推進に努める。
また、委託事業完了時には、委託先からの事業実施完了報告書により、事業成果、委託費支出の是非等の確認、今後に向けた改善点の洗い
出しを行うほか、必要に応じて実地検査を行い、証拠書類（収支簿・領収書等）の確認、委託費の適切な執行、物品の管理状況を検査する。

平成24年度 -

平成25年度 -

予
定
通
り

終
了

令和4年度に実施された行政事業レビュー公開プロセスにおける指摘等を踏まえ、来年度の事業内容については見直し、それに併せて評価指標
等も再設定することとする。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 319

令和元年度

平成28年度 329

平成29年度 320

平成26年度 新26-0035

平成27年度 新27-0037

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0315

03392021 文科 20

文部科学省 0313



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

スポーツ庁
449.7百万円

東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、ＩＯＣや世界の国々との交流・協力関係を築
きながら、スポーツの価値をさらに高めようとする国際的な取組に貢献するため、国際的な人材養成の
中核拠点形成、途上国のスポーツ環境の整備、国際的なアンチ・ドーピング推進体制の強化支援を柱
とする「スポーツ・フォー・トゥモロー」プログラムに取り組むとともに、オリンピック・パラリンピック・ムーブ
メントを日本全国へ波及させるための取り組みを実施。

C．オリンピック・パラリンピック・ムーブメント
全国展開事業： 186.4万円

大学（全3大学）、
自治体（41道府県政令市）

委託【随意契約（企画競争）】

アンチ・ドーピング活動が遅れている国への
ドーピング防止教育・研修パッケージの導
入・普及、人材育成支援、それらを支える研
究開発、国際会議・シンポジウムの開催等
を通じて、世界のスポーツにおけるドーピン
グの撲滅に貢献する。

委託【随意契約（企画競争）】

（公財）日本アンチ・ドーピング機構(JADA)

(委託)72.1百万円

A．戦略的二国間スポーツ
国際貢献事業:

154.4百万円（全５法人）

学校体育カリキュラ
ム等の策定支援な
ど、途上国のス
ポーツ環境の整備
に協力する。官民
連携協力によるス
ポーツの国際協力
コンソーシアムを構
築し、各国の協力
要請に迅速かつ的
確に対応する。

オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国に
波及させ、東京大会の成功に資するため、オリパラ
教育を全国へ展開する。また事業実施に当たって
は、東京都や東京2020大会組織委員会が行う教育
プログラム等との連携を密に行う。また聖火リレー
応援なども活用して、開催国の開催都市特有の実
践的なオリパラ教育を実施し、大会本番年の機運
を最大限に高めるとともに、コロナ禍にあって取り
組む、新しい生活様式に対応するオリパラ教育を
展開する。

委託【随意契約（企画競争）】

（独）日本スポー

ツ振興センター：

委託額70百万円

日本体育大学：

61.7百万円

東京パラリンピッ
ク競技大会での参
加国・地域数が過
去最多となること
を目指し、パラリン
ピック未参加国・
地域や直近大会
における出場が安
定していない国・
地域を支援する。

職員旅費・庁費 0.1百万円
を含む

筑波大学

34.5百万円

早稲田大学

30.0百万円

日本体育大学

17.9百万円

自治体（41道府県政令市） 104.1百万円

B．国際アンチ・ドーピング強化支援事業：
72.1百万円

民間団体（全１法人）

D．東京オリンピック競技大会
スポーツ担当大臣レセプション：

36.6百万円

オリンピック開催国は、開会式前に各国から
政府要人を招きレセプションを開催すること
となっている。東京2020組織委員会と連携し、
東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
開会式前に、開催国のスポーツ担当大臣で
ある文部科学大臣主催のレセプションを開
催。各国の出席者への接遇に対応し、日本
と各国スポーツ担当大臣との更なる交流・
協力関係を築く。

（株）JTBコミュニケーションデザイン

(委託)36.6百万円

委託【随意契約（企画競争）】

日本オリンピック

委員会：

8.5百万円

コロナ感染症対策

柔道：1.3百万円

国際協力システム：

12.7百万円

国際スポーツ界及
び国際社会におけ
る我が国のプレゼ
ンスの向上を図る
ため、国内競技団
体と連携しつつ、海
外の選手等を対象
にハイパフォーマン
スセンターを活用し
て技術指導や講習
等を実施する。

新型コロナウィル
ス感染症対策支援
事業。感染症対策
における日本の各
スポーツ団体のガ
イドライン等の翻訳
及び展開等を行う。



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）日本スポーツ振興センター B.（公財）日本アンチ・ドーピング機構(JADA)

費　目 使　途

借損料 会議室利用料等 5.8 一般管理費 6.6

雑役務費 イベント開催経費・現地諸経費等 19.2 賃金 スタッフ賃金等 12.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

賃金 コーディネーター賃金等 32.6 雑役務費 イベント開催関連費、ウェブサイト作成費 45.6

消耗品費 SFTグッズ製作費、事務局消耗品等 2.1
会議費、通信
運搬費

郵便代、荷物運搬費等 1.4

一般管理費 一般管理費 3.3 借損料 セミナー、イベント等会場費 1.7

消費税 消費税 3.3 印刷製本費 教材、リーフレット等印刷費 1.8

旅費 SFTC事務局、講師、旅費 0.4 諸謝金 外部協力者講演等 0.3

印刷製本費 年次報告書、ニュースレター印刷費等 1.2 消耗品費 オンライン会議用の備品等 0.5

諸謝金 SFTC事務局業務費 1.9 消費税相当額 1.3

C.筑波大学 D.（株）JTBコミュニケーションデザイン

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 70 計 72.1

通信運搬費、
会議費

通信運搬費、会議費 0.3 旅費 スタッフ・外部協力者旅費 0.1

消耗品費 事務局、授業消耗品費 4.9 諸謝金 パフォーマンス費等 3.6

旅費 セミナー・ワークショップ出席費 5.4 借損料 会場費、設営・撤去費 9

賃金 賃金 10.6 雑役務費
各種計画策定・運営、進行要員、運営備品
手配等

18.1

印刷製本費 成果報告書作成費 2.7 消耗品等 抗原検査キット費 0.5

一般管理費 直接経費（人件費、事業費）の10％ 3.1 人件費 コーディネーター賃金等 2.1

雑役務費 フォーラム開催費等 3.2 一般管理費 一般管理費 3

消費税相当額 1.1

通信運搬費 郵便代 1.1

借損料 セミナー・フォーラム会場費 2.3 印刷製本費 パンフレットデザイン、印刷費 0.3

計 34.5 計 36.6

会議費 会議飲み物 0.1



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

1 100％ -

3
一般財団法人日本
国際協力システム

1011105005329
新型コロナウィルス感染症
対策支援

13
随意契約

（企画競争）
2

2
学校法人日本体育
大学

5010905000774
パラリンピック参加国・地域
拡大支援

62
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人日本
スポーツ振興セン
ター

5011105002256

学校体育カリキュラム等の
策定支援など、途上国のス
ポーツ環境の整備に協力
する。

70
随意契約

（企画競争）
2 100％ -

-

5
公益財団法人全日
本柔道連盟

3010005018471
新型コロナウィルス感染症
対策支援

1
随意契約

（企画競争）
2 100％ -

100％ -

4
公益財団法人日本
オリンピック委員会

6011005003378 招へい・派遣プログラム 9
随意契約

（企画競争）
1 100％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人日本
アンチ・ドーピング機
構

8011505001508
日本国内におけるドーピン
グ防止活動の総括

72
随意契約

（企画競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

100％ -

2
学校法人早稲田大
学

5011105000953
教育地域拠点（各地域）へ
のオリパラ教育の支援

30
随意契約

（企画競争）
3 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人筑波
大学

5050005005266
教育地域拠点（各地域）へ
のオリパラ教育の支援

35
随意契約

（企画競争）
3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

41 100％ -

5 札幌市 9000020011002
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

7
随意契約

（企画競争）
41

4 千葉市 6000020121002
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

8
随意契約

（企画競争）

-

3
学校法人日本体育
大学

5010905000774
教育地域拠点（各地域）へ
のオリパラ教育の支援

18
随意契約

（企画競争）
3 100％ -

-

7 兵庫県教育委員会 8000020280003
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

5
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

100％ -

6 浜松市 3000020221309
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

5
随意契約

（企画競争）
41 100％

100％ -

10 静岡県教育委員会 7000020220001
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

5
随意契約

（企画競争）
41 100％

41 100％ -

9 北九州市 8000020401005
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

5
随意契約

（企画競争）
41

8 熊本県教育委員会 7000020430005
地域内のオリンピック・パラ
リンピック教育の推進

5
随意契約

（企画競争）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4 100％ -1
株式会社ＪＴＢコミュ
ニケーションデザイン

2010701023536
東京オリンピック競技大会
スポーツ担当大臣レセプ
ション

37
随意契約

（企画競争）

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -



2014年から2020年までの7
年間で、開発途上国を始め
とする100か国以上、1000
万人以上のあらゆる世代の
人々にスポーツの価値とオ
リンピック・パラリンピック・
ムーブメントを広げていく。

2014～2020年の間の「ス
ポーツ・フォー・トゥモロー」
プログラムが実施された国
の数（国数における成果指
標）
※７月末に令和２年度実績
確定

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
2013年9月、ブエノスアイレスでのＩＯＣ総会における、総理による２０２０東京大会の招致スピーチ

目標値 国数

成果実績 国数

単位
3 年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

2 年度

204 204 204 204 204

100 100 100 - -

204 204 204 - -


